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東京一極集中の流れは地方都市・大都市を経由して起こり、自治体の規模が大きくにな
るにつれて出生率が低下するため、人口減少が進んでいると考えられる
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地方創生における人口減少のメカニズム

自治体の規模が大きくなるに

つれて出生率は低下傾向

東京一極集中は、

地方から東京への直接的な移動よりも、
地方 / 大都市を経由して起こっている

1.24

全国平均：1.44

社会移動



大阪府・愛知県・兵庫県・福岡県など大都市を抱える都道府県は、周辺の都道府県から
人を集め、東京に送り出しているように見える

人口マップ –社会増減

 東京都は大都市をかかえる都道府県からの転入超過が多い

 転出超過は隣接する埼玉県のみ

 福岡県周辺の都道府県から転入超過となっている

 転出超過先の約5割が東京都
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出典：RESAS

東京都

2019年
福岡県

2019年



地方都市である鹿児島市は県内自治体から人を集め大都市である福岡市に人を送り出
しているように見える

人口マップ –社会増減

 鹿児島市周辺の自治体から転入超過となっている

 転出超過数は大都市である福岡市が最も多く約15％を占める

 薩摩川内市は鹿児島市への転出超過となっており約30以上を占める
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出典：RESAS

鹿児島市

2019年
薩摩川内市

2019年



未婚率と合計特殊出生率の関係を見ると、大都市を抱える都道府県ほど未婚率及び合
計特殊出生率が低くなる傾向が見える

人口マップ –人口の社会増減
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出典：RESAS

東京

44.48%,1.24

京都府

42.98%,1.35

鹿児島県

36.24%,1.63

大阪府

40.84%,1.39

神奈川県

39.66%,1.39

福岡県

40.61%,1.44



東京一極集中の流れは地方都市・大都市を経由して起こり、自治体の規模が大きくにな
るにつれて出生率が低下するため、人口減少が進んでいると考えられる
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自治体の規模が大きくなるに

つれて出生率は低下傾向

東京一極集中は、

地方から東京への直接的な移動よりも、
地方 / 大都市を経由して起こっている

未婚率、平均初婚年齢 高低
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薩摩川内市の人口の現況・課題と施策の対応

30歳代以下の転出超過を解消する必要がある中、取り上げた施策は転入を促進するもの
が多く、どの課題にアプローチしているかが明確でないため課題とのミスマッチが生じている

合計特殊出生率は

全国、鹿児島県平

均を上回っていること

に加え、全国平均よ

りも未婚率は低く、

有配偶出生率は高

い

自
然
増
減

社
会
増
減

 30歳未満の転出超
過のによる社会減少
の影響が大きい

 30歳未満の女性の

転出超過の傾向が

男性よりも強い

子供を生み育てる夫

婦世帯数を増やすた

めに、若い世代の転
出超過を解消する

高い合計特殊出生

率及び低い未婚率
を維持する

鹿児島市からの転

入を増やす転入・転出共に鹿

児島市の割合が最
も多い

 30歳未満の就職、

転勤、転職を中心に

転入を増やす

定住住宅取得補助金

対象者：転入者400万以上の住宅購入者

定住住宅リフォーム補助金

対象者：転入者30万以上のリフォーム

新幹線通勤定期購入補助金

対象者：転入者転入後3年間

若者等ふるさと就労促進奨励金

対象者：市内事業者に正規雇用された30歳

未満の新卒者・40歳未満のUIJターン者

 UIJターン者家賃等補助金

対象者：市内中小企業に正規雇用された40

歳未満のUIJターン者

結婚新生活支援補助金

対象者：夫婦の合計所得が400万円未満の

世帯（夫婦共に39歳以下）出生数減

少による

死亡超過

転出超過

転入促進少子化対策

施策課題現況

鹿児島市への転出

を減らす

 30歳代以下の就職、

転勤、転職を中心に

転出を抑える

検証施策は転入促進が中心となっており転出抑止策がない

Who

Where



10

薩摩川内市の人口施策議論の方向性

薩摩川内市の人口課題をもとに、既存施策の検証・改善、既存施策の転出抑止策として
の活用拡大、課題解決に資する新たな施策検討の必要

合計特殊出生率は

全国、鹿児島県平

均を上回っていること

に加え、全国平均よ

りも未婚率は低く、

有配偶出生率は高

い

自
然
増
減

社
会
増
減

 30歳代以下の転出
超過のによる社会減
少の影響が大きい

 30歳代以下の女性

の転出超過の傾向

が男性よりも強い

子供を生み育てる夫

婦世帯数を増やすた

めに、若い世代の転
出超過を解消する

高い合計特殊出生

率及び低い未婚率
を維持する

鹿児島市からの転

入を増やす転入・転出共に鹿

児島市の割合が最
も多い

 30歳代以下の就職、

転勤、転職を中心に

転入を増やす

定住住宅取得補助金

対象者：転入者400万以上の住宅購入者

定住住宅リフォーム補助金

対象者：転入者30万以上のリフォーム

新幹線通勤定期購入補助金

対象者：転入者転入後3年間

 UIJターン者家賃等補助金

対象者：市内中小企業に正規雇用された40

歳代以下のUIJターン者

結婚新生活支援補助金

対象者：夫婦の合計所得が400万円未満の

世帯（夫婦共に39歳以下）出生数減

少による

死亡超過

転出超過

転入促進少子化対策

施策課題現況

鹿児島市への転出

を減らす

 30歳代以下の就職、

転勤、転職を中心に

転出を抑える

Who

既存施策の転出

抑止策としての

活用拡大の検討

活用拡大の検討の方向性

特に30歳代以下の

転出抑止につながるか

既存施策の

転入促進効果の検証

及び施策改善の検討

検証観点

特に30歳代以下が積極的に活
用できる施策となっているか

（特に鹿児島市等近隣

からの転入）

課題解決に資する施策の検討
施策の方向性

特に30歳未満の転出抑止・転入促進につながるか

Where



未婚率、平均初婚年齢

子供を産み育てる世代の地方都市への転出最小化、転入促進の施策に取り組むことで、
自地域の人口増だけでなく日本全体の少子化対策につながる
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子供を産み育てる世代の近隣
自治体への転出最小化

1.24

全国平均：1.44

社会移動
子供を産み育てる世代の

近隣自治体からの転入促進

１

２

①②の施策により出生率が高いた
め出生数は増加する見込み

通勤圏内

1.51
1.89

社会移動の改

善に伴う日本
全体の人口増

1.32

高低



人口施策の考え方

2



自地域の状況だけではなく、誰に来てほしい・残ってほしいのか、どこに転出しているのかを
踏まえた施策検討及びPDCAを回していくことで施策の精度を高めていくことが重要です
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人口施策の考え方（3C×R）

City
薩摩川内市

３C

Opportunity(機会)
• XXXXX
• XXXXX

Customer
転入・転出抑止対象者

Competitor

転出先の主な自治体

Reference
参考自治体

転出先の主な自治

体からの転入促進・

転出抑止ができてる

事例

機会

・XXXXX

脅威

• XXXXX

強み

• XXXXX
弱み

• XXXXX

機会

・XXXXX

脅威

• XXXXX

機会

・XXXXX

脅威

• XXXXX

強み

• XXXXX

弱み

• XXXXX

どの自治体に流出しているのか

その自治体はどのような状況か

どういった人に来てもらいたいのか

どういった人の流出を抑止したいか

Plan

Do

Check

Action

Planを実行・検証
することで施策の精
度を高めていく

どのような魅力があるのか



これまでの施策は補助金を中心とした自地域の状況をベースに立案していたため、効果が
あまりみられていない

薩摩川内市の人口課題へのアプローチ

City
薩摩川内市

機会

• 補助金等

３C

Opportunity(機会)
• XXXXX
• XXXXX

Customer

転入・転出抑止対象者

Competitor

転出先の主な自治体

これまでの施策立案 今回の施策見直し

City
薩摩川内市

機会

• 補助金等

３C

Opportunity(機会)
• XXXXX
• XXXXX

Customer

転入・転出抑止対象者

Competitor

転出先の主な自治体

30歳以下の転入
転出抑止

鹿児島市

補助金起点であまり効果が見られなかった 転出先及び転入・転出抑止を見据えて施策を現状の見直し

Reference
参考自治体

Reference
参考自治体

主な転出先は

通勤圏内



よくありがちな自治体の横展開は、顧客、自地域の状況を踏まえずに検討している

薩摩川内市の人口課題へのアプローチ

よくある自治体事例の横展開 参考自治体施策の検討（あるべき姿）

City
薩摩川内市

３C

②

Opportunity(機会)
• XXXXX
• XXXXX

Customer

転入・転出抑止対象者

Competitor

転出先の主な自治体

City
薩摩川内市

３C

Opportunity(機会)
• XXXXX
• XXXXX

Customer

転入・転出抑止対象者

Competitor

転出先の主な自治体

30歳以下の転入
転出抑止

鹿児島市

Reference
参考自治体

Reference
参考自治体

事例のみを横展開してしまいあまり施策の効果が得られない 転出先及び転入・転出抑止対象者、自地域の状況を踏まえて

参考施策の検討をすることで効果が出る可能性が高まる

RESASの類似自治体分析
機能を活用することで検討可能

あまり施策の効果が

得られない

参考自治体の施策を

自地域の特性をふまえ検討



参考施策の検討方法
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①画面右上のデータ分析支援機能を選択 ②分析対象自治体を選択
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類似自治体の抽出方法

RESASを活用すると人口構造・産業構造等の似通った自治体を抽出することができる

２

１



③分析テーマから人口対策を選択 ④類似自治体検索を押下
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類似自治体の抽出方法

RESASを活用すると人口構造・産業構造等の似通った自治体を抽出することができる

３

４

類似自治体
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年齢階層別人口割合が類似した自治体 全産業の従業員数割合が類似した自治体

年齢階層別人口割合が類似した自治体及び全産業の従業者数割合が類似した自治体
のうち、社会増している自治体の施策は効果が得られやすい可能性がある

年齢階層別人口割合が類似している自治体のうち検討候補は6自治体 全産業の従業員数割合が類似した自治体のうち検討候補は3自治体

Reference候補自治体
• 鹿児島県出水市

• 熊本県宇城市

• 宮崎県日向市

• 岐阜県中津川市

• 長野県佐久市

• 鹿児島県姶良市※

Reference候補自治体
• 大分県中津市

• 福島県須賀川市

• 茨城県笠間市

※増減率がマイナス成長でも社会増のケース有



薩摩川内市と長野県佐久市は人口規模・構成及び主な転出先に対する地理的要因が
類似し、加えて近年社会増がプラスかつ増加しており、佐久市は優良な参照自治体である
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参照自治体の特徴及び競合との関係性

薩摩川内市及び佐久市と競合自治体

類似自治体検索

（年齢階層別人口割合が類似）

社会増がプラスかつ
近年増加傾向に

佐久市の社会増減数

主な転出先

鹿児島市
薩摩川内市
人口約9万人

新幹線通勤約10分

競合

主な転出先

長野市

佐久市
人口約10万人

新幹線通勤約20分

競合
参照自治体

人口規模・構成
が類似

主な転出先に

新幹線で通える
点が類似


